
  

 

 
 
 
 
 
 
 
県内経済の基調判断は「緩やかに回復している」。

景況感は、2022 年を境に全国に比べて大幅に見劣り
する状況であったが、2025 年夏以降その差は縮まっ
た。価格転嫁の進捗が一因。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３.当面の注目点 
個人消費の底堅さは続くか?――今年の春闘に注目。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
トランプ関税の影響は気にしなくて良いのか？―

世界経済の減速はわが国の輸出入に影響。警戒は怠
れない。 
高市政権の経済政策は長い目でみてどうなのか？ 

―わが国経済の復権に必要な「成長戦略」の増進に
向けた本気度は高いように見受けられる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■副 SAA   
田口 修身 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
■出席委員会 委員長 
 新藤 栄介 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

スマイル報告 

出席報告 

・進行は 
副 SAA 廣渡 健司が務めました 


